
〇風俗営業等の承認通知書等の様式及び検定を受けた型式に属する遊技機等

の検査を行う警察職員の指定等に関する内規                          

平成７年７月１７日 

公安委員会内規第１号 
 

（趣旨） 

第１条 この内規は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭

和２３年法律第１２２号。以下「法」という。）の規定に基づく業務を適正

に実施するため、風俗営業等に係る承認通知書等の様式に関し必要な事項を

定めるとともに、遊技機の認定及び型式の検定等に関する規則（昭和６０年

国家公安委員会規則第４号。以下「遊技機規則」という。）第１１条第２項

第５号の規定により検定を受けた型式に属する遊技機その他の物件につい

て検査を行う警察職員の指定その他の事項に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（不許可等の通知） 

第２条 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則（昭和６

０年国家公安委員会規則第１号。以下「施行規則」という。）第１１条（施

行規則第２６条第３項、施行規則第７９条及び施行規則第９４条第３項にお

いて準用する場合を含む。）に規定する理由を付した書面は、法第３条第１

項又は法第３１条の２２の許可をしないときにあっては不許可通知書（別記

第１号様式）、法第１０条の２第１項（法第３１条の２３において準用する

場合を含む。）の認定をしないときにあっては不認定通知書（別記第２号様

式）によるものとする。 

（相続等の承認の通知） 

第３条 施行規則第１６条第１項（施行規則第２２条、施行規則第８４条及び

施行規則第９０条において準用する場合を含む。）に規定する通知は、法第

７条第１項又は法第９条第１項（法第２０条第１０項及び法第３１条の２３

において準用する場合を含む。）の承認（以下次条において「相続等の承認」

という。）をしたときにあっては承認通知書（別記第３号様式）、法第７条

の２第１項（法第３１条の２３において準用する場合を含む。）の承認（以

下次条において「合併の承認」という。）をしたときにあっては合併承認通

知書（別記第４号様式）、法第７条の３第１項（法第３１条の２３において

準用する場合を含む。）の承認（以下次条において「分割の承認」という。）

をしたときにあっては分割承認通知書（別記第５号様式）により行うものと

する。 

（相続等の不承認の通知） 

第４条 施行規則第１６条第２項（施行規則第２２条、施行規則第８４条及び

施行規則第９０条において準用する場合を含む。）に規定する理由を付した

書面は、相続等の承認をしないときにあっては不承認通知書（別記第６号様

式）、合併の承認をしないときにあっては合併不承認通知書（別記第７号様



式）、分割の承認をしないときにあっては分割不承認通知書（別記第８号様

式）によるものとする。 

（管理者の解任等の勧告） 

第５条 施行規則第１１２条に規定する理由を記載した書面は、法第２４条第

５項（法第３１条の２３において準用する場合を含む。）の勧告をするとき

にあっては管理者解任勧告書（別記第９号様式）、法第３１条の９第２項の

勧告をするときにあっては勧告書（別記第１０号様式）によるものとする。 

（検査を行う警察職員） 

第６条 公安委員会は、遊技機規則第１１条第２項第５号の規定による検査を

することができる警察職員を指定したときは、遊技機規則第１１条第５項の

証明書を交付するものとする。 

（証明書の管理） 

第７条 生活安全部生活安全企画課長は、帳簿を備え、証明書の交付及び返納

について管理するものとする。 

附 則 

この内規は、平成７年７月１７日から施行する。 

附 則 （平成１０年１２月１日公安委員会内規第８号） 

この内規は、平成１０年１２月１日から施行する。 

附 則 （平成１３年３月３０日公安委員会内規第５号） 

この内規は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則 （平成１７年３月２９日公安委員会内規第７号） 

この内規は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 （平成２７年３月３０日公安委員会内規第４号山口県警察の組織改編に伴う関係内規の整

理等に関する内規２条による改正附則） 

この内規は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 （平成２８年３月８日公安委員会内規第２号） 

この内規は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 （平成２８年６月１０日公安委員会内規第１１号） 

この内規は、平成２８年６月２３日から施行する。  

附 則 （令和元年６月２８日公安委員会内規第１号不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行

に伴う関係内規の整理等に関する内規５条による改正附則） 

この内規は、令和元年７月１日から施行する。 

 

 



別記 
第１号様式（第２条関係） 

 
                                                          第         号 
                                                                年   月   日 
                                                             
 

不  許  可  通  知  書 
 
 
 
                             殿 
 
 
 
                                                  山口県公安委員会   □印  
 
                                                                           
       年   月   日付けで申請のあった       については、下記の理由 
  

 により許可しないので、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律
第５条第３項

 

                                                                    
第３１条の２３

 

 において準用する同法第５条第３項の規定によって通知する。 

記 
 （理由） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （審査請求及び処分の取消しの訴え） 
 この処分に不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以
内に、山口県公安委員会に対して審査請求をすることができます。ただし、処分があったこ
とを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分があった日の翌日から起算し
て１年を経過したときは、審査請求をすることができません。 
 また、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に､山口県を被告（訴
訟においては、山口県公安委員会が山口県を代表）として処分の取消しの訴えを提起するこ
とができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっ
ても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提
起することができません。 
 なお、この処分について審査請求をしたときは、これに対する裁決があったことを知った
日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。ただ
し、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、裁決があった
日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができま
せん。 

 備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 



第２号様式（第２条関係） 

 

                                                               第        号  

                                                                      年  月  日 

 

不 認 定 通 知 書 

 

 

                             殿 

 

 

                                                        山口県公安委員会  □印  

 

 

      年  月  日付けで申請のあった           については、下記の理由 

 

 により認定しないので､風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律
第１０条の２第４項

 

                                                                    
第３１条の２３に

 

 おいて準用する同法第１０条の２第４項の規定により通知する。 

記 

 （理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （審査請求及び処分の取消しの訴え） 

  この処分に不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内
に、山口県公安委員会に対して審査請求をすることができます。ただし、処分があったことを知
った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経
過したときは、審査請求をすることができません。 

 また、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に､山口県を被告（訴訟に
おいては、山口県公安委員会が山口県を代表）として処分の取消しの訴えを提起することができ
ます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分が
あった日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができ
ません。 

 なお、この処分について審査請求をしたときは、これに対する裁決があったことを知った日の
翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、裁決
があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、裁決があった日の翌日から
起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができません。 

  備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 



第３号様式（第３条関係） 

 

 

                                                               第         号 

                                                                       年  月  日 

 

 

承 認 通 知 書 

 

 

 

                             殿 

 

 

 

                                                      山口県公安委員会  □印  

 

 

 

     年   月   日付けで申請のあった 

 

 相               続 

 構  造  及  び  設  備  の  変  更  は承認する。 

 遊技機の増設・交替・その他の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 



第４号様式（第３条関係） 

 

                                                               第        号 

                                                                     年  月  日 

 

 

合 併 承 認 通 知 書 

 

 

                               殿 

 

 

                                                       山口県公安委員会  □印  

 

          年   月   日付けで申請のあった 

 

 合 併 に よ り 消 滅 す る 

 

 
風 俗 営 業 者 

たる法人 

 
特定遊興飲食店営業者

 

 合併により消滅する法 人 

 

 合併後存続し、又は合 併 

 に よ り 設 立 さ れ る 法 人 

 

 営  業  所  の  名  称 

 

 営 業 所 の 所 在 地 

 

 に係る合併については、これを承認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 



第５号様式（第３条関係） 

 

                                                                         第        号 

                                                                               年  月    日 

 

 

分 割 承 認 通 知 書 

 

 

                               殿 

 

                                                               山口県公安委員会  □印 

 

 

     年   月   日付けで申請のあった             
風 俗 営 業

 

 分割により  

特定遊興飲食店営業
 

 に 承 継 さ せ る 法 人 

  
            

風 俗 営 業
 

 分割により  

特定遊興飲食店営業 

 を 承 継 す る 法 人 

 

 営 業 所 の 名 称 

 

 営 業 所 の 所 在 地 

 

 

 に係る分割については、これを承認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 



第６号様式（第４条関係） 

 

                                                              第        号 

                                                                     年  月   日 

 

不 承 認 通 知 書 

 

 

                                殿 

 

 

                                                        山口県公安委員会  □印  

 

 

       年  月  日付けで申請のあった               につい 

  ては、下記の理由により承認しないので、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する 

 

 法律施行規則 
第１６条第２項               

の規定により通知する。 

   
第  条において準用する同規則第１６条第２項

 

記 

 

 （理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （審査請求及び処分の取消しの訴え） 

   この処分に不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月 

  以内に、山口県公安委員会に対して審査請求をすることができます。ただし、処分があっ 

  たことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分があった日の翌日から 

  起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができません。 

  また、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に､山口県を被告(訴 

 訟においては、山口県公安委員会が山口県を代表）として処分の取消しの訴えを提起する 

 ことができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内で 

 あっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴 

 えを提起することができません。 

   なお、この処分について審査請求をしたときは、これに対する裁決があったことを知っ 

 た日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 ただし、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、裁決が 

 あった日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起すること 

  ができません。 

  備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 



第７号様式（第４条関係） 
 
                                                               第        号 
                                                                     年  月  日 
 
 

合 併 不 承 認 通 知 書 
 
 
                              殿 
 
                                                      山口県公安委員会   □印  
 
 

          年   月   日付けで申請のあった合併については、下記の理由により承認し 

 

 ないので、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則
第１６条第２項

 

                                                                  
第８４条において

 

                              の規定により通知する。 

 
準用する同規則第１６条第２項

 

 
記 

  （理由） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 （審査請求及び処分の取消しの訴え） 

 この処分に不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以
内に、山口県公安委員会に対して審査請求をすることができます。ただし、処分があったこ
とを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分があった日の翌日から起算し
て１年を経過したときは、審査請求をすることができません。 

 また、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に､山口県を被告（訴
訟においては、山口県公安委員会が山口県を代表）として処分の取消しの訴えを提起するこ
とができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっ
ても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提
起することができません。 

  なお、この処分について審査請求をしたときは、これに対する裁決があったことを知った
日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。ただ
し、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、裁決があった
日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができま
せん。 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 



第８号様式（第４条関係） 

 
                                                               第        号 
                                                                     年  月  日 
 
 

分 割 不 承 認 通 知 書 
 
 
                              殿 
 
                                                      山口県公安委員会   □印  
 
 

          年   月   日付けで申請のあった分割については、下記の理由により承認し 

 

 ないので、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則
第１６条第２項

 

                                                                  
第８４条において

 

                              の規定により通知する。 

  
準用する同規則第１６条第２項

 

記 

  （理由） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （審査請求及び処分の取消しの訴え） 

 この処分に不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以
内に、山口県公安委員会に対して審査請求をすることができます。ただし、処分があったこ
とを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分があった日の翌日から起算し
て１年を経過したときは、審査請求をすることができません。 
 また、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に､山口県を被告（訴
訟においては、山口県公安委員会が山口県を代表）として処分の取消しの訴えを提起するこ
とができます。ただし、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっ
ても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提
起することができません。 
  なお、この処分について審査請求をしたときは、これに対する裁決があったことを知った
日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。ただ
し、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、裁決があった
日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができま
せん。 

  備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 



第９号様式（第５条関係） 

 

                                                            第         号 

                                                                   年  月  日 

 

 

管 理 者 解 任 勧 告 書 

 

                              殿 

 

 

                                                      山口県公安委員会  □印  

 
                        

風 俗 営 業
            

   あなたに許可している
特定遊興飲食店営業

（屋号         ）に係る営業所の 

  

 管理者         については、次の理由により管理者として不適当と認められる 
                                                  

第２４条第５項
 

 ので、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律
第３１条の２３において準用する

 

 
         

  同法第２４条第５項
の規定により、解任を勧告する。 

記 

  （理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 



第 10号様式（第５条関係） 

 

                                                             第        号 

                                                                   年  月  日 

 

 

勧 告 書 

 

 

                           殿 

 

                                                      山口県公安委員会  □印  

 

 

  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第３１条の９第２項の規定に基づき、 

次のとおり勧告する。 

記 

１ 勧告事項 

 

 

 

 

 

 

２ 勧告の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 


